
 

p. 1 

 

 

 

 



 

p. 2 

 

 

 

2000年末 2005年末 2020年末

総資産 約107兆円 総資産 約156兆円 総資産 約703兆円

資産 負債 資産 負債 資産 負債

(資料）日本銀行『金融経済統計月報』、『営業毎旬報告』各号の計数を基に作成

（図表１）日銀のバランスシートの大まかな見取り図の比較（2000年末、2005年末と2020年末）

当座預金 ３３兆円

買入手形 44兆円
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発行銀行券 63兆円 国債

98.9兆円

長期国債
63.1兆円 発行銀行券 79兆円
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「当座預金残高」－「法定準備預金残高」

＝「超過準備」に相当
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（図表４）財務省の『国債整理基金の資金繰り状況等についての仮定計算』が示した先行きの利払費の見通しと

金融抑圧による一般会計の利払費抑制効果の考え方

（参考）各年度の仮定計算策定時における
　　　　　10年国債金利の前提値（予算積算金利）の推移

(%)
当年度 １年後 2年後 4年後 5年後 6年後以降

2016/2月時点 1.6 1.7 1.9 2.0 2.2 2.4
当年度 １年後 2年後 4年後以降

2017/2月時点 1.1 1.2 1.3 1.4
2018/2月時点 1.1 1.2 1.3 1.4
2019/2月時点 1.1 1.2 1.3 1.4
2020/1月時点 1.1 1.2 1.3 1.3
2021/1月時点 1.1 1.2 1.3 1.3

（資料）

（原資料注１）

（原資料注２） 計算の対象は、定率繰入及び発行差減額繰入対象公債等としている。なお、年金特例債は計算の対象
とし、復興債は計算の対象外とする。

財務省『日本の財政関係資料』、および『国債整理基金の資金繰り状況等についての仮定計算』各年版
を基に日本総合研究所作成．
各年度版とも、各年度予算の「後年度歳出・歳入への影響試算」の[試算-１]（*）を前提とする。「差額」は
全て公債金で賄われると仮定して推計。令和3年度版では、令和7年度以降、新規公債発行額は平成令
和6年度の「差額」と同額と仮置きし、金利は令6年度と同水準と仮置き。
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